社会人を対象とした教育訓練(アメリカ)
日本労働研究機構　　主任研究員補佐　平山　正己

１．はじめに

米国では、全体として技能労働者が過剰である一方、高度熟練技能労働者が危機的に少ないため、高度で専門的なスキルを持つ労働者の需要が高まっている。その原因としては、急激な技術変革、経済のグローバル化、若年者の基礎的職業能力の欠如、就職準備にかかわる教育訓練機関の機能不足、伝統的な雇用と昇進システムの変更、職場の専門化と労働力の流動化、職業需要の複雑化等をあげることができる。このような状況の中、過去十年間で、正規、非正規の教育訓練機関が行う成人向け教育訓練及び企業内の教育訓練受講者が増加している。米国労働市場の特徴は、転職の度合が高く効率的な労働移動を重視する点にある。このことは、個々の労働者がより条件の良い仕事を求めて継続的にスキルと能力の向上に努める強力な原動力となっており、正規の教育訓練機関が授与する学位や資格に対する需要が一貫して存在する。同時に、急激に変化する技術環境の中、高度技能労働者を確保するために米国企業の成人教育訓練を対象とした支援は、他の先進国のそれをかなり上回っている。
米国では、個人または事業主が行う職業訓練については通常、経済合理性の観点から議論され、個人は自らの市場価値を向上するためにスキルの開発に投資し、事業主は利益を回収できる範囲内で従業員の訓練に投資する。この枠組みで見落とされているのが、労働市場に参入できないでいる者及びスキルや労働市場に関する情報を十分に入手できない者である。ここには、労働市場の構造的問題から失職した離職者、または社会経済的に不利な立場にある人々が含まれる。こういった分野の問題に取り組むのが連邦政府の役割であり、米国において連邦及び州政府が職業訓練の分野で支給する助成金のほとんどは公的扶助の受給者、非自発的離職者及び社会経済的に不利な立場にある人々に向けられている。以下、米国労働省管轄の連邦政府予算からみた成人労働者向け施策、事業主が行う教育訓練及び在職者が主体的に行う教育訓練に絞って、米国の状況を紹介する。

２．米国労働省による成人労働者向け施策
1999年現在、米国労働省、米国教育省、米国厚生省等が管轄する職業訓練または就職斡旋支援を主目的とした連邦政府の支援プログラムは少なくとも40あり、概算で117億ドルの国家予算が支出されている。これらプログラムの主要な対象者は、公的扶助の受給者、経済的に不利な立場にある成人･若年者、工場閉鎖など自己の都合によらない理由によって職を失い従来の職に戻ることが困難な非自発的離職者である。この３つのグループが各省によって規定された主な受給者の単位であり、連邦政府の支援策が日本における｢若年者｣、｢在職者｣、｢離職者｣という観点において議論されることはほとんどない。米国教育省管轄の政策は正規の教育を受けている若年者に焦点を当て、米国厚生省は公的扶助の受給者に焦点を当てている。米国労働省は、成人労働者の訓練と就職支援の大部分を担っている。
図表1は、米国労働省の成人労働者向け施策に関する予算概要である。労働力投資法による｢非自発的離職者の雇用と訓練活動｣では、州規定の助成金のほか一時解雇労働者向けの｢国家緊急助成金｣も支給し、就職斡旋と再訓練を通してできるだけ早く仕事に戻れるよう援助する。｢成人の雇用と訓練活動｣では、労働力投資法に基づき低収入の成人を対象にした雇用と訓練援助のための助成金を州に対して提供する。｢その他の雇用と訓練｣では、1億1,300万ドルが「ワンストップキャリアセンター」の運営費に当てられ、職種、訓練、キャリア関係の情報を提供する米国労働市場情報システム及びワンストップ情報サービスへのアクセスを向上するための管理費が含まれる。また、3,500万ドルが｢再雇用支援｣のための助成金として計上されている。2001財政年度に始まったこのプログラムは、雇用サービスという事業を通して、失業保険受給者でその給付金を使い切ってしまう可能性が高い者を対象に、職員が直接就職を支援するものである。雇用サービスではまた、ワンストップシステム運営のための労働市場インフラを提供する。2003財政年度には、｢雇用サービス｣の提供に対し合計9億2,840万ドルが要求されている。 雇用サービスでは、就職先を探している個人、労働者を募集している事業主に対し無料で支援を行っており、この予算で870万人の就職を支援する予定である。2003財政年度には、2,000万ドルが「就労奨励助成金」として計上されている。この助成金は、障害者の雇用機会を向上するためのものである。労働力投資法の全国プログラムに対しては、2003財政年度において1億1,510万ドルが計上されている。このプログラムでは、アメリカ原住民、移民及び季節農場労働者向けの雇用と訓練に関する援助のほか、全国スキル･スタンダード委員会の運営、アプレンティスシップ訓練
における女性のための実験、実証、調査研究、評価、技術的援助及び奨励助成金を提供する。
３．事業主が行う教育訓練
企業主導による訓練の目的は、人的資源が組織にとって重要な資産であるため常に従業員のスキル・知識を更新する必要があること、同時に訓練活動によって有能な労働者を雇用し、労働者の意欲を高め、経験を積んだ労働者を維持していく人材管理の観点から重要な経営手段であることである。従って、連邦政府は企業独自の職業訓練に対して助成金を支給しない。例外は、国家的に労働者が不足している分野（高度技術者、看護師等）、事業主が社会経済的に不利な立場にある労働者を雇用し、その労働者が自立のために基礎技能の習得を必要とする場合である。それ以外の企業による訓練は、個々の企業の利益と戦略に沿って行われる。
　米国訓練開発協会の最新の調査(2001年)によると、米国の事業主が利用する教育訓練機関は、主に民間教育訓練機関、４年制カレッジ･大学である(図表２参照)。大企業では大学と協力関係を結んでいるところもあるが、個々の従業員が受講する場合は個人が大学を選択するのが普通である。一方、コミュニティカレッジ
は、教育訓練プログラムの実践に当たって企業と直接的かつ総合的な協力関係を結んでいる場合が多い。具体的には、企業と契約を結び、企業からの収入及び州の財政開発事業資金を活用し、特定企業を対象とした職業訓練を提供している。また、労働組合は、事業主と協力して訓練計画を作成し、各種の地域訓練信託基金による資金援助を行っている。
　労働統計局による事業主が行う訓練に関する調査(1995年)によれば、従業員50人以上の企業の90%が定型的な訓練を提供し、従業員の70%以上が何らかの定型的な訓練を受けており、ほぼ全員(95%)がインフォーマルな訓練を受けている。6ヶ月の調査期間中、従業員の訓練時間は約44時間で、その70%以上がインフォーマルな訓練であった。また、10年以上の在職者は入社2年以内の者に比べて、時間にして2倍の定型的な訓練を受けている。新規採用者は、インフォーマルな訓練を受ける傾向が強く、10年以上の在職者に比べて、この種の訓練に2倍の時間をかけている。
企業主導による教育訓練の内容を訓練経費の比率からみると、主に｢専門的な処理･手順｣及び｢ＩＴスキル｣を重視している(米国訓練開発協会、2001年調査)(図表3参照)。
米国訓練開発協会の調査より、2001年までの傾向をみると、従業員一人当たりの訓練経費は、景気変動に関係なく増加しており、訓練受講資格のある従業員に対する訓練実施比率も増加しているが、従業員一人当たりの訓練時間数は減少している。また、教室形式の訓練が減少し、オンラインによる訓練といった学習技術を活用した訓練が大幅に増加し、外部の教育訓練機関にアウトソーシングする費用比率が減少している。企業が最も訓練経費を投入しているのは、経営幹部･管理職、総務関係職、顧客サービス職である。教育省全国家庭教育調査(1999年)及び他の調査結果により、①学歴の低い労働者は、事業主の訓練支援を受ける可能性が低い、 ②パートタイム労働者は訓練援助を受けられない傾向にある、③低収入の労働者も事業主の訓練支援の対象となる可能性が低い、④ヒスパニック系労働者は事業主の訓練支援を受ける可能性が低いこと、などが問題点として明らかにされている。
４．在職者が主体的に行う教育訓練
他の先進諸国に比べて労働者の転職率が高い米国では、スキルの向上、特に一般的なスキルの向上は個々の労働者の裁量で行われる場合が多い。在職者の多くは公共機関の援助を受けている。また、公認の教育訓練機関に支払われた受講料その他の費用には、税金控除が適用される場合が多い。このような援助で主要なものは、各種の奨学金と貸付金である。援助を受けるためには一定の要件があり、経済状態、高校卒業証書または高卒検定資格の有無、有資格コースで学位または資格取得に向けて就学する正規の学生であること、米国市民または市民ではないがその資格を有する者であること、また一定の学問的進歩が見られることなどが検討事項となる。個人に対する財政的な援助に関するインターネット等による情報提供や各種の支援は、多くの公共またはそれに準ずる機関が行っている。

　教育省全国家庭教育調査(1999年)によれば、成人向け教育訓練を受講しており、事業主の援助を受けていない在職者が利用している教育訓練機関は、主に4年制カレッジ･大学である(図表4参照)。ほとんどの大学では、主に大学院レベルで成人及び生涯教育コースの部門を設けている。ほとんどのプログラムは、専門職のスキル開発を目的としており、学士を既に取得していることを受講条件としている。単位を取得できるコースとできないコースがあるが、学位を取得するためには所定の試験で一定の要件を満たす必要がある。
　1996年、コミュニティカレッジ(准学士授与機関には、このほかジュニアカレッジ、テクニカルカレッジなどがある)で職業訓練コースを専攻した学生が、准学士のほぼ半数に達した。職種が拡大するに従って、職業訓練は職場よりもカレッジで行われるケースが多くなってきているという研究結果もある。コミュニティカレッジは成人を対象に、単位取得コースと非単位取得コースの両方を提供している。すでに学位を取得している者は非単位取得コースを選択する傾向が強い。資格が取得できるＩＴやネットワーク技術関連のコースは、在職中でさらに職業に関するスキルを向上したい者に人気が高い。コミュニティカレッジの長所としては、①特に州の財源からより多くの経済援助が利用できる、②補助金が受けられない場合でも４年制の教育訓練機関に比べ、特に地元在住者にとって受講料が安い、③取得した単位によっては4年制の教育訓練機関に転学できる、⑤サテライトオフィス(クラス)を設けているところが多く、在職者は職場や自宅に近い受講場所を柔軟に選択できる、などがあげられる。

　近年では、あらゆる種類の教育訓練機関が遠隔教育を提供している。遠隔教育は、学習の時間と場所を自由に選べるため、特に在職者にとって利用しやすい形態である。
５．おわりに

　以上、コロンビア大学教育･経済研究所の研究者による報告書等をもとに、社会人を対象とした教育訓練の概要を紹介させていただいた。米国の特徴をまとめてみると、①企業と４年制カレッジ･大学、コミュニティカレッジとの連携、②企業主導による教育訓練の投資効果を最大限発揮するような方向への変化、③在職者が主体的に行う教育訓練に対する各種支援、④公共職業能力開発施設と短期大学･専修学校･各種学校の機能を併せ持つようなコミュニティカレッジの多様性と地域性、⑤産業別労働組合による労働者向け教育訓練の充実、などをあげることができる。これらには、労働者の主体的なキャリア形成を推進する上で日本でも参考となるシステムや支援策がいくつか存在すると思われる。焦点を絞って詳細に検討を加えてみることは、今後の日本のキャリア形成施策を一層充実していく上で有益となるであろう。
図表１　成人労働者向け施策に関する予算（単位：百万ドル）

	
	2002財政年度
	2003財政年度
	変　動

	成人対象支援
	2,321.5
	2,283.0
	-38.5

	非自発的離職者の雇用と訓練活動  
	1,371.5 
	1,383.0 
	11.5

	（経済保障国家緊急助成金）
	(4,000.0)
	(0.0)
	(-4,000.0)

	成人の雇用と訓練活動
	950.0
	900.0
	-50.0

	その他の雇用と訓練
	1,391.1
	1,211.5
	-179.6

	ワンストップキャリアセンターシステム
	120.0
	113.0
	-7.0

	再雇用支援のための州への助成金
	35.0
	35.0
	0.0

	雇用サービス
	812.4
	928.4
	116.0

	就労奨励助成金
	20.0
	20.0
	0.0

	労働力投資法全国プログラム
	403.7
	115.1
	-288.6


出典: U.S. Department of Labor Fiscal 2003 Budget, Department of Labor (2003)

図表２　事業主が利用する教育訓練機関

	教育訓練機関
	利用する企業の割合（％）

	民間訓練会社･コンサルタント会社を含むその他の教育訓練機関
	77.6

	4年制カレッジ･大学
	73.7

	独立した訓練コンサルタントまたは訓練請負業者
	65.5

	製品供給者
	65.5

	コミュニティカレッジ･ジュニアカレッジ
	61.2

	技術･職業に関する公共機関
	44.0

	政府機関
	33.6

	組合、産業団体、専門職協会
	31.0


図表３　訓練経費の割合による教育訓練内容の傾向
	教育訓練の内容
	経費割合（％）

	専門的な処理･手順
	14

	ＩＴに関するスキル
	13

	管理･監督に関するスキル
	10

	製品知識
	 9

	専門的なスキル
	 9

	苦情処理、顧客対応
	 8

	新規従業員オリエンテーション
	 8

	職種別安全管理
	 8

	対人コミュニケーション
	 6

	品質･競争･事業に関する演習
	 5

	経営者育成
	 4

	販売及びディーラー
	 4

	基礎技能
	 2


図表４　在職者が利用する教育訓練機関

	教育訓練機関
	利用割合（％）

	４年制カレッジ･大学
	 46.2

	２年制カレッジ･ジュニアカレッジ
	 25.1

	職業･商業･ビジネスの民間機関
	 10.3

	２年制職業･商業の公立機関
	  8.7

	連邦･州･郡･地域政府機関
	  1.8

	成人学習センター
	  1.6

	企業または業界団体
	  1.6

	専門職協会、労働組織
	  1.3

	小学校･中学校
	  0.8

	協会または宗教組織
	  0.5

	民間コミュニティ団体
	  0.3

	個人指導教授、個人指導
	  0.3

	その他の組織
	  1.6


� アプレンティスシップ訓練とは、OJTとOff-JTを組み合わせた熟練工養成のための訓練であり、事業主(団体)もしくは労使の協同により実施される。Off-JTは企業内、各種教育訓練機関または事業主や組合が設立した学校等で行う。登録制度があり、所定の要件を満たし登録された訓練には連邦政府が各種の支援を行っている。





� コミュニティカレッジは、米国全体で１,655校あり全雇用者の約3/4を占める中堅技能者の教育訓練を担っている。2年制准学士コース、4年制大学への移行コース、職業訓練･再訓練等広範囲に及ぶプログラムやサービスを展開している。高卒進学者を対象にするだけではなく、企業･地域社会との密接な協力関係を通して転職希望者、離職者、技能向上を必要とする労働者を対象に教育訓練･再訓練市場における確固たる地位を築いている。





